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スーパーシティ・スマートシティのあるべき姿
~社会実装の加速に向けて~

◆はじめに

近年、経済のデジタル化の進展に伴い、都市で展

開されるさまざまな活動をデジタルデータで連携さ

せて生まれる付加価値のある情報により、市民の

QOL (Quality of L辻e)向上や地域活性化を目指す

「スマートシティ」が、世界的に注目されています。

日本でも、内閣府による、国家戦略特区を活用し

た大卵な規制改革のもとで、 A1やビッグデータな

どの先端技術を活用し実現する先進的サービスを、

ーつのまちの暮らしに同時に実装する「スーパーシ

ティ」構想が打ち出され、法案化の動きが進められ

ています。

今般、株式会社日本政策投資銀行ΦBJ)は、

般財団法人日本経済研究所の後援による表題セミ

ナーを開催しましたので、報告させていただきます

株式会社日本政策投資銀行業務企画部イノベーション推進室

一般財団法人日本経済研究所技術事業化支援センター

◆講演の概要

「デジタルシティ構築のためのアーキテクチャに

ついて」

東京大学生産技術研究所教授野城智也氏

日本では続々と良質な10T (CPS)基盤のサービ

スが生まれています。この分野は、日本の現場力、

サービス品質への感性が、国際的な比較優位性を構

築できる、日本にとって大いに可能性のある領域で

す。だが、新しいサービスを続々と生んでいくため

には課題もあります。例えば、私たちは、外壁を

色々と動かして、できる限りエネルギーを使わない

仕掛けを作ろうとした際、「モノ(Thi昭S)を簡単

には繋げられない」という課題に直面しました。セ

ンサーでデータを取得し、機械学習をもとにコマン

ドを Thin部に送るプロセスを繋げるため、時間と

費用をかけてデータやコマンドを変換せざるを得な

かったのです。専門家が関与し、互いに交渉(利害

調整)し、変換(技術調整)することでモノとモノ

が繋がることは繋がるのですが、現実の実務・ビジ

ネスで、いちいちネゴシエーションしなけれぱなら

ない、というのでは有用性に疑問符をつけざるを得

ません。これでは10T技術はなかなか育っていき

ません特に、データ解析能力を磨く機会が乏しい

のは大いなる問題です過去、日本がいいモノを

作ってもすぐに真似されてきました方、この

データ解析は、簡単にはコピーできませんまさ

に、産業競争力の基盤となる能力ですが、 Thin部

が簡単に繋がらなければ、この能力は磨かれませ

ん。産業競争力にとって深刻な問題です。

一方、海外の事例ではどうでしょうか例えば、
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昨年、杭州のアリババ本社で、スマートシティのデ

モンストレーションを見ました私が杭州で病気に

なれば、救急車が来て、アリババが持っている私の

プロファイルを使い、信号も最適化しながら病院ま

での最短経路を通って緊急搬送してくれるというも

のでした中国企業が行っている社統括型でのデ

ジタルシティを強力に推進する手法や、米国企業の

ようなプラットフォームの提供によるスマートシ

ティ化休"よこれを"トロイの木馬"とっていま

す)では、結局はプラットフォーマーに製品の使用

状況や個人に関するデータが全部流れていく可能性

は排除できません。つまり、プラットフォーマー

が、アプリケーション・サービスの提供者を兼ねて

いる場合、せっかく日本で素晴らしい10T技術を

用いたサービスが出てきても、 ThingSの運用デー

タが筒抜けで、企業のノウハウが流れてしまった

り、知らないうちに個人・組織のプロファイルが形

成される可能性があります。こうしたやり方の対案

として私どもが提案しているのが、「個別分散協調

型」モデルです

本日の講演タイトルにある「デジタルシティの

アーキテクチャ」は、個々に分散管理されている

サービスを連携・集積することにより、都市や地域

に対して包括的なサービスを実現していくデジタル

シティのモデルを指しています。先日のラグビーW

杯のスコットランド戦での日本代表の勝因のーつ

に、キックの蹴り合いに持ち込ませなかった、とい

うことがありますキックの蹴り合いは、スコット

ランドの得意とするところで、大変優れたカウン

ターアタックに遭っていたと思います相手の士俵

にのらずに、日本流のやり方でボールを保持しなが

らゲームを動かし勝利を得ました。私どものデジタ

ルシティ構築という分野でも、一社統括型サービス

の外国企業に対してキックを蹴り合うように相手の

士俵で戦うことはできませんが、桜の戦士たちのよ

日本が実現すべきは
個別分散協.ヲ型

デジタルシティ・アーキテクチャ
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うに、日本なりの戦い方をやろうではないかという

ように考えました

個別分散型デジタルシティの基本理念は、第一

に、ユーザーや参画者がDigital Brain power (デ

ジタルブレーンパワー)や Digital Twin (デジタル

ツイン)の公正な恩恵を受けることができること、

第二に、ユーザーや参画者が自覚的に繋ぐ繋がな

い、の選択ができること、第に、個々のサービス

の連携、'情報提供の連携が容易にできること、第四

に、企業(特にスタートアップ企業)が構築・運用

に自由に参加・参入できるということ力明干要です。

このような基本理念を共有できる国々は皆無では

ありません例えば、 EUの国々とは理念を共有で

きるはずで、決して"ガラパゴス"の考え方ではな

いと思います。理念を実現するための要件として私

どもが大事だと思っていることは、第一、にユー

ザーから見て、何か不具合があった場合に、たらい

回しにならずに、ひとまとまりの価値が一元的な責

任をもつ主体から供給され一体的に機能すること、

第二に、プライバシーが保,董されること、第三に、

創意工夫した者の優位性が確保されることです。ま

た、サービス供給で連携するさまざまな企業のなか

の特定の1社だけが過大な貰任を負うことがないこ

とや、他社が自社のデータを活用することのフェア

な見返りが提供される可能性が留保されることも
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アーキテクチャ設計上、重要です。

これらの諸要件を満たすためのキーワードは、①

相互運用可能性 lnteroperabiHty)と、②モジュ

ラーの重ね合わせです

まず、相互運用可能性について。私どもは産学官

の関係者が集まる「10T特別研究会」を組織し、 、^

の 4年間、「10T、Hub」という仕組みの構築・開発

に取り組んできました。幸い、皆でいろんなモノや

アイディアを持ちこんで創意工夫していく、概念検

証の「ナ昜」としての実験住宅"コマハウス"がキャ

ンパス(東京大学駒場りサーチキャンパス)内にあ

り、この住宅に「10T、Hub」を実装しながら開発を

してきたところです

それぞれ異なるクラウドの管理下にある複数のデ

バイスを「10T、Hub」経由で繋いで連動させ、アプ

リケーションのサービスを提供することができま

す。 GAFAがーつのプラットフォームにまとめる

ことで提供しているのと同様のサービスを、異なる

クラウドを繋いで提供できるのです。この「10T、

Hub」には、利用者に繋ぐか繋がないかの承認を

求める機能を加えることも可能ですこの機能を加

えることにより、例えば、ある機器のあるセンサー

のデータを、他社の10T アプリケーションで使っ

てよいのか、情報銀行なり工ージェントを介して、

ユーザーは管理することができます。

次に、二つ目のキーワード、モジュラーの重ね合

わせについて。ある意味では、デジタルシティで

は、三つの世界(①Cyber space (情報空問)、②

Physical space (都市空惜D、③ Society (人の組

織))を繋いでぃぐ必要があります。例えば、マン

ションでは、自治体が管理している部分、管理組合

が持っている部分、各居住者が持ってぃる部分と

いったように、それぞれのステークホルダーで管理

区分が違うというような、モジュラー化された階層

的なガバナンスの仕組みが社会的に確立していま

す。しかし、三つの世界を構成するシステム階層問

の関係のガバナンスにかかわる仕組みは、未成熟で

す。少なくとも、それぞれの対応関係は錯綜を避け

できるだけシンプルに作る必要がありますまた、

ーつの場で複数種の10Tアプリケーションがバラ

バラに働くと不具合が起こることもあり得ます。場

の状況や他のアプリケーションのコマンド内容の組

み合わせを調整する機能も必要で、「10T、Hub」は

こうした機能を付帯しゃすい構造をもっています

いま、建築の分野では、建物に関する情報が

別M と呼ばれるモジュラー化されたデータ群とし

て積み上がっていこうとしています。また、自動運

転の現場でも、モジュラー化、階層化された情報が

積み上がった地理的情報が構成されようとしていま

す誰が、モジュラー化された、どの情報階層にア

クセスできるのか、アクセスコントロールのルール

が明確に定められて運用され、かつ、相互運用性も

保証されるようになれば、司司で開発された10T

アプリケーションを個々のユーザーや場所の状況に

あわせて繋いで提供していけます。これにより、ま

さに、ご説明した原則上要件を満たす、「個別分散

協調型」のデジタルシティ・モデルを日本において

構築・運用することができると思っています
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「「スーパーシティ」構想について」

内閣府地方創生推進事務局参事官永山寛理氏

内閣府地方創生推進事務局は、国家戦略特区を扣

当しており、片山大臣が2018年10月に就任したとき

に、「スーパーシティ」構想というスマートシティ

のなかでも規制改革を伴う思い切ったまちをつくろ

うという構想がスタートしました。竹中平蔵先生が

国家戦略特区の委員を務め、トロントや中国の杭州

で急速なスマート化が行われているというのを目の

当たりにして、日本は立ち遅れているのではない

か、規制改革で風穴を開けてでも必要な先端技術を



導入すべきではないかということで、有識者による

検討会を進めてきました

具体的には、トロントであればGoogle の関連会

社が、トロントのなかの更地で地下から地上まで全

てレイヤーで計画的にまちをつくろうとしていま

す日本の場合、デベロッパーがまずインフラを造

リビルを造り、その後サービスを実装するという1順

番になりますが、どのようなサービスを実装するの

か、そのためにはどのようなハードを造る必要があ

るのか、という逆の発想で大がかりなプロジェクト

を進めています。しかし、住民に対して、まずは個

人情報をください、これから何をやるか考えますと

いう、若干強硬な合意形成をしょうとしたため住民

との問で採めてしまい、現在は第三セクターがうま

く開整し事態を収めようとしていますが、そのよう

な思、い切ったまちづくりを実施しています。中国で

はアリババが地方政府と一体となって道路交通情報

を収集し、偏号機の操作だけでなく、個々のナン

バープレートも含めてしっかりとコントロール・監

視しており、 EU はどちらかというと国と政府、自

治体と、シスコをはじめとする海外企業が体と

なってスマート化が進んでおり、アメリカの場合

は、基本的にレッセフェールな国でGAFA に任せ

るのが基本的なスタンスで、トロントのような混乱

が起こったりするのですが、いずれにしても、まち

づくりの当初からIT化を前提としたサービスを導

入する動きが世界各国で急速に進んでいます。バル

セロナはスマート化で有名な都市で、 1992年のオリ

ンピック以降、ものすごく近代的なまちづくりを進

めていくなかで、シスコと市が中心となりありとあ

らゆるスマート化を進めています。また、同じくシ

スコの案件では、韓国のソンドという、仁川空港の

南東にある埋立地において、計画人口30万人に対し

現在は6万人ぐらいですが、そこに住むことで監視

の対象となっても、さまざまなサービスを享受でき

ることを良かれと思う人が移り住む、グリーン

フィールドでのスマート化が進んでいます。

スーパーシティは、移動、物流、支払い、行政、

スーバーシティは、様々なデータを分野横断的に、,・整理し提供する「デタi里携'盤」(都
市OS)を軸に、地域住民等に様々なサービスを提供し、住民福祉・利便向上を図る都市。

「スーパーシティ」禍想(データ連携基然)

サービス

アフ1Jケー
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出所:永山氏講演資料より
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医療・介護、教育、エネルギー・水、環境・ゴミ、

防犯、防災・安全といった、生活のさまざまな面を

スマートにやっていく、少なくとも5領域以上を力

バーする形で取り組む必要があり、内閣府が一緒に

入って思い切ったことをやっていくというもので

す政府としては、スーパーシティの肝となる事項

について、次期通常国会での法案提出を目指して法

制局や関係各省と調整したいと思っていますその

肝というのがデータ連携基盤であり、それを貝備し

ていくことをスーパーシティたるものとして法律上

定義しています行政、住民データ、空間データ、

企業データ、個人データなど色々な様式で存在する

ものを、いろんなサービスに使えるような様式に変

換できるような標準AHを備えたデータ連携基盤

を作り、その基盤にある情報を活用した行政手続き

や、物流、交通、防災や、医療、社会福祉や教育を

連携させます。もちろん、個人情報の取り扱いにつ

いては、個人情報保護法に基づいてしっかり行いま

すが、さまざまなサービスがアジャイルにどんどん

入れるような共通の基盤を作ることを法律上定義し

ています。法案をなかなか提出できない状況ではあ

りますが、スーパーシティに関しては、各自治体・

企業から非常に高い関心を寄せていただいており、

6月29日に大阪でフォーラムを開催したところ、 75

の自治体と207の企業、 20の研究機関を含む1,128名

に参加いただき活発な意見交換を行い、やはりゃる

べきであるとの結論に至りました。少子高齢化が進

んでいる日本において、スマート化は労働人口減少

の解消にも繋がるという点では、課題先進国である

日本でスーパーシティに取り組む意義は非常に高い

ということを共通認識としました。内閣府でも、各

地の地域課題を皆様と一緒に解決していくべく、

Facebook上に「自分たちの持つ技術をこのように

使うことができます」と企業の方々にアピールして

いただく場を、「オープンラボ」という形で開設し

ました自治体へのアイディア出しなど、より

のご理解とご協力をよろしくぉ願いします

「スマートシティにおける支援策等について」

内閣府政策統括官(科学技術・イノベーション

担当)付企画官吉川和身氏

スマートシティにつぃては、日本でもかなり以前

から取組みがあり、東日本大震災後に経済産業省が

スマートコミュニティー事業として全国4力所で主

にエネルギーマネジメントにつぃて取り組んでいま

したが、その後は、内閣府が進める「SDGS未来都

市構想、や、総務省の「1CT まちづくり推進会議」

において、全国に幾つかのスマートシティ関連事業

がありました。本日のパネリストのお一人である会

津若松市も、この事業を使われていますこのよう

に取り組むなかで、特にこの1~2年、現在の安倍

政権における経済政策のなかで、イノベーションを

起こすこと、あるいは規制改革を行うことによって

実現していこう、 society5.0の実現のための先駆的

な実行の場としてスマートシティに着目しよう、と

いう機運が出てきました。そこで、「統合イノベー

ション戦略推進会議」という会議において、政府と

して<意された共通の基本方針を決めようというこ

とになり、ビジョンの明確化を図り、各省の事業を

連携していくことになりました

基盤となるもののアーキテクチャや、連携基盤を

どのように作るのかということを決めていこうとし

ており、 1年程度かけて作り上げ、令和2年度の各

省の事業は、この連携基盤に基づき実施していこう

という合意を行っています内閣府の地方創生推進

本部の地方創生推進交付金1200億円については、

来年度から地方創生のSociety5.0の実現の技術整

備、,1画策定を補充しようとしているところです

貝体的には、スマートシティの技術を地方でも活用

し、地方のまちおこし、地域おこしに使っていくこ

層
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優良な事例の1黄展開の枠組(官民連携フラットフォーム)

■内周府、

■会サ素卜として、 極

■ 10月7日に公式ワエブサイトを

、 産気、留+顎景

分科会マ"ング支

(hせ: WWW.m!1t

スマ

.

スマートシテイの取組を

トシティ

会員

員

内闘官勗 企察庁

」'生労住キ4'』林水産";

事鵬^^鰻済産業右

とを目指しています内閣府は、直接的な新事業を

行う立場ではありませんが、施策開整や、共通の基

本研究開発活動を支援しているところです。

併せて、内閣府ではHの省庁に参画いただき、

2019年8月に「官民連携プラットフォーム」を設立

しました。スマートシティやMaaS に関する政府事

業が複数走っており、今年採択されている事業だけ

でも合わせて60~70程ありますが、「この自治体に

はこの役所からの情報だけ」という形では効率が非

常に悪くユーザーにとっても煩雑であるため、ーつ

に纏まった情報プラットフォームを作ろうというこ

とで4価の団体が入る体制を構築しました。10月か

らはウェブサイトも開設しています。ここでは、政

府の支援が入る事業の一覧や、さまざまな自治体、

企業の二ーズ、シーズといったものが見られるよう

になっています。今後は省ごとに分科会を開催し、

例えぱ、医療と交通のパッケージ化や、環境とモビ

リティといった形で、各分野に関心ある企業、自治

体が集まり情報交換や提案を行いながらPR活動を

実施していく予定です。

マート,H
(12

、,ティリ
ι19●劃

出所:吉川氏講演資料・より

及

フツトフオムの

) 465団体

す、
を今年8月に殴立。

等を

f lndex.hhr11)0.

gPア゛^チ^島
(16 j

^

バイ0,
(1ヨ曜 j

成

スマート少デf6
ι71

亜
ι之之

国土交逼貧

「未来志向の官民連携について」

株式会社日本政策投資銀行竹田英幸氏

昨今よく耳にするようになったスーパーシティ、

スマートシティは、まさに官民が連携し取り組んで

いくべき分野ではないかと考えています。日本政策

投資銀行ΦBJ)は、グループ全体で官民迎携、

PPP PF1について長い問取り組んで参りました

近年では、地域企画部を中心に「PPP PF1推進セ

ンター」を設置し、平成26年からは、 TV会議シス

テムを活用した「PPP/PN大学校」の定期開催を

通じて、最新の施策動向や実案件の事例等を題材に

国・地方公共団体・民問事業者など会場全体で議論

する場を設けるなど、 PPP PF1の適切な普及に向

けた取組みに注力してきているほか、具体の案件へ

の取組みも長年行ってきています。 PH法施行から

20年を経過しましたが、 PPP PN に関して川上分

野から川下分野まで貫して取り組んできた先行者

としての実績がD瑚の強みといえます

PF1の活用により、公共施設等の整備においては

20年間に推計で1兆円ほど事業費が削減できたとも

1
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いわれていますが、スマートシティにおいては、官

民連携が非常に効果を発揮するのではないかと考え

ています。地域を取り巻く環境・課題(ヒト・モ

ノ・カネ)のなかで、人口減少や高齢化、施設・イ

ンフラの老朽化等に対しては10T、 AI、 5 G等を活

用した新たな展開が生まれつつあり、都市交通でい

えばMaaSであったり、その他ICT を活用した新

たな取組みも注目されています

このようなデジタル社会への流れのなかで、重要

なのがデジタルガバナンスです。データをうまく利

用する仕組みや、仕組み自体を考える主体が必要に

なってくるため、ここは官の出番であると考えてい

ます方で、データをうまく分析する力や、利活

用する方法については、民の力を利用し、両者が連

携することで SDGS、 society5.0、持続可能な社会

の実現へと繋がるのではないかと考えています

官民連携の昨今のトレンドをみると、例えぱ、広

島県では、官民協働の事業体を立ち上げて、広島県

のみならず、他の市町村からの委託も受けて広域的

な水道事業運営を実施するといったものもあるほ

か、水道事業以外でも、ゴミ処理等の公共的な事業

について、広域的に取り組む動きが出てきています。

スーパーシティ、スマートシティのようなデジタ

ル社会の流れのなかでは、今後こうした取組みに加

え、データを有効活用することにより、業務のイノ

ベーションに繋げていくことが求められるのではな

いでしょうか。例えば、水道事業においても、官が

持つデータ(配管の素材、使用年数、士壌、気候、

人ロデータ)を活用しながら、 A1を用いて水道管

の劣化を予測し、技術者不足を補完したり、効率的

に修繕したり、ロボットに水道管の劣化部分を探さ

せるような事例も出てきているようです。

スーパーシティ、スマートシティにおいては、官

民、広域、イノベーションをキーワードにして連携

を深めていくことが必要だと思います。

◆パネルディスカッション

~スマートシティ社会実装の加速に向けて~

冒頭に、パネリスト4名による各自の取組みをご

紹介いただきました

未来志向の連携で持続可能な地1或社会へ

0人口減超高齢化
<>

②施設インフコの老朽化
<>

③財政温迫
<カネ>

会津若松市企画政策部企画調整課副主幹

五十嵐徹氏

会津若松市は「デジタル情報プラットフォーム

会津若松プラス」という名前で官民連携のプラット

フォームを作り、市民にサービスを提供していま

すなぜ本市がこのICTを活用したスマートシティ

に取り組むことになったのか。それは、昭和42年に

大手企業の半導体工場が立地し、ピーク時には5.000

人を超える展用があるなど、市でもICT になじみ

があったこと、また、平成5年に開学した県立会津

大学は世界的にみても珍しいICTの専門大学で、

地域内に立地する大学と行政が連携しない手はない

ということ、そして、東日本大震災後の風評被害か

ら地域活力を向上させていくため、市はICT を活

用した取組みを行っていくことを選択しました。会

津若松市は典測的な地方都市なので、この地で成功

事例を作ることができれば日本の他の地域にも展開

可能なのではないか、そのために、この地で先駆的

持司能な地域社会

民(協中業仏、)

出所:竹田氏,蒜演資料・より

X
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なモデルを作っていこうとの思、いで取り組んでおり

ます

本市のスマートシティの取組みは、平成25年2月

に市長が掲げた「スマートシティ会津若松の推進」

に基づきます。当時、スマートシティというと、エ

ネルギー関係で取り組みをされている自治体が多

かったのですが、本市はこの段階から健康や福祉、

教育、防災といったあらゆる分野でICT を使った

取組を推進してきたことが特徴です。

目的は主に三つ。ーつ月は、地方創生を目指し

ICT関連産業をこの会津に集積させたいという思

い。二つ目は、1CT を使った取組を推進すること

による市民生活利便性の向上そして=つ目は、

ICTを使ったデータ分析ですデータを集めて地

図上に表示すると、まちが"見える化"されるとい

うことで、こうしたまちの"見える化"も目的のー

つに入れております。

「会津若松プラス」の WEBサイトは、年々閲覧

者が増え、昨年は約89.000人の方にご利用いただい

ていますこのサービスの最大の特徴は、日本郵便

と迎携した個人認証の基盤を既に持っているという

ことですこの基盤に新たなサービスが追加されて

いけば、市民の利便性がさらに高まることが期待さ

れるため、特定べンダーに依存せず、さまざまな企

業のお知恵をお借りしながら取り組んでいきたいと

思っております。

また、本市は、1CT 関連産業の集積も目指して

おり、国の地方創生拠点整備交付金を活用して、

500人規模の入居が可能なオフィスビルを整備しま

した本年4月に開所を迎え、現在は200名以上の

方に入居いただいております。こちらはPPP PN

の手法により民間の資金とノウハウを得ながら運営

しております。このように、1CT に関する取組み

を進めることで地域の活性化を図っていくことが、

会津若松市のスマートシティの取組みです

浜松市産業部エネルギー政策課主幹松野英男氏

浜松市は、エネルギーを切り口としたスマートシ

ティに取り組んでおります。これは、 2013 (平成

25)年から、東日本大震災を皮切りに、まずはエネ

ルギーに強靱な都市をつくろうというのがスタート

です

この扣い手である浜松新電力は、官民迎携の組織

であり、推進役としての産学官金のプラットフォー

ムである「スマートシティ協議会」は、設立時は75

社でスタートしたのですが、現在は巧8社まで増え

ております

エネルギー政策では四つの柱を軸に施策を進めて

いますが、特にここ 3年程度は、「スマートプロ

ジェクト研究会」のなかで、 1下水熱の活用、 2

データ活用、 3バーチャルパワープラント(VPP)

など、エネルギーマネジメントシステム、スマート

コミュニティーの構築を目指し、モデル事業を進め

ているところです当然ですが、このシステムの基

本はエネルギー供給であり、エネルギーが切れてし

まったらせっかくスマート化をしても終わってしま

います。レジリエンスとスマート化が重なり合うと

ころが浜松市の特長です

スマートシティといっても、ひと括りではなくさ

まざまな分野力課各んでくるため、つのエリアの

OS にさまざまなアプリを載せていくことで、見え

てくるものがあるのではないか、というのが、本市

のモデル作りのアプローチです。データにつぃて

も、今年度から官が持っているデータと民が持って

いるデータ基盤を一元化し、さらにアプリとなるさ

まざまな情報を一元化しはじめましたデータ活用

のスマート化という点において、当然行政は、色々

なデータを集めるために経費を捻出しているわけで

すが、スマート化という観点からいえば、データ収

集後の共有段階で手数料(フィー)等を徴収するこ

とも考えられ、こういったものも含めて検,寸を進め

活 ロヘ
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ております浜松市の4つの地域と3つのモデル事

業のマトリクスから、浜松版スマートシティ(ス

マートコミュニティモデル)の基礎モデルを構築

し、広大な浜松市全体での横展開も図っていこうと

いうところが、現在進めている取組みです

日本電気株式会社 NECフエロー望月康則氏

NECのスマートシティ事業は、指紋認証や顔認

証などの生体認証や、映像解析を含むAI(人工知

能)、10T といった先端技術を活用し、安全・安心

な都市の実現に向けて世界中で取り組んでいます

そのなかで本日は、地域のさまざまなステークホル

ダーが加根を超えてデータ利活用やサービス連携を

行い、より高度なスマートシティを構築するため

の、グローバルスタンダードのオープンプラット

フォームに関してご紹介します

このオープンプラットフォームは、 EUで開発さ

れたHWARE (ファイウェア)と呼ばれるもので、

すでに世界で140都市27か国まで普及が拡大してお

り、日本国内では高松市が初めて採用しました。シ

ティマネジメントにおいて重要なのは、取り組む地

域の田肌寉な目指す姿"ですが、高松市の場合は、

まずは「観光」と「防災」の分野でFIWARE によ

るデータ利活用をスタートさせました

これまでのスマートシティでは、分野・サービス

毎にシステムを構築し、データ利用もそのなかで行

われることがメインだったと思、いますが、

FIWARE は分野問・組織間のデータをオープン

(かつりアルタイム)に共有できるため、分野を横

断してのデータ利活用が容易になります。例えば、

高松市が取り組んでいる「観光」でいえば、初期の

課題である観光'致が成功すると、次はオーバー

ツーリズムという課題に直面するかもしれません。

都市では、地域住民にとっての課題が年とともに変

化するので、新たなサービスを検,寸しなければなら

ないでしょうが、独自仕様のシステムで収集された

データを新たなサービスに活用しようとすると、都

度全てのデータ収集システムを再構築することにな

M川lmal
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スマートシティにおしjるフータ連携と利活用

多様なデタが提供され流通するテストヘット環境の整侮
●アブリデヘロソパーにとって実証盾動がし易い、魅力的なステム境と運用升,態

Πりテラシが低いデータ所有者にとってもテータ提供やす、仕姐み

●データ提供することにより提供者の利益になる仕組み

1技術ガバナンスデタカハナンスに関するイノヘシヨン
ブライバシー俣護人権保護を力こ実現する力

法規制の改革、規制緩和

ステークホルダーの合意形成

11也1或におけるデンタル人材の育成
●価値創出を先するA1 材:実地こ課題を解いてはしめて価値創りの能力が高まる

●課題フォーカスの考え方、課題を見通す力

●デザイン思考によるソリユーション作り、ピシ才スモデル作り

地域におりる官民学上_1システムづくりとパイロットj占動を通じた上三し課
題への取り組みが必豊

り、時間もコストもかかってしまいますこれに対

してNWAREではスマートシティで重要なコンテ

キスト情報を共通的なオープン標準に基づいてやり

取りするので、企業や自治体などのステークホル

ダーが共通プラットフォーム上でデータを活用して

いれば、新たなサービスが必要とするデータを既存

のデータ源から即座に提供することができます

FIWAREの考え方は、システム構成全体を画一

化するのではなく必要最小限の部分のみを標準仕様

化しょうというものです。これによって、さまざま

な地域からのイノベーション創出を促しつつ、諸事

情の異なる都市問でもサービス連携やソリューショ

ンの再利用が可能になるでありましょう。

とはいえ、都市がデータを利活用して実地にアウ

トカムを出していくには、まださまざまな課題があ

ると思っております。とりわけ、アプリの開発者が

数多く参加しなければテストベッドがあっても意味

がないので、多様なデータカ井樹共され流通するテス

トベッド環境を整備し、開発者にとって実証活動が

し易い魅力的なシステム環境と運用形態が必要で

1〕

出所:望月氏術演資料より

今後の,尿題

活

C 'Ec corL0 苗獣120'日

回
/A、、

すそれから、データの提供仰1ば必ずしもIT りテ

ラシーの高い方ばかりではないため、そういう方で

もデータを提供しゃすい仕組みや、データ提供者に

利益が入る仕組みを構築する必要もありますさら

には、技術だけでなく、技術ガバナンスやデータガ

バナンス、特にその地域のステークホルダーから合

意を得つつ、プライバシーや人権を保護しながら、

一方ではデータの利活用によって良い成果が出ると

いう、このバランスがイノベーションにとって非常

に重要だと考えます。そして、価値創出を先導する

A1人材の育成が非常に重要なのですが、アルゴリ

ズムを知っているというだけでなく、実地に課題を

解いてはじめてその価値づくりの能力が高まるた

め、 A1の素養に加えて、課題を解く力やデザイン

思考でソリューションづくりゃビジネスモデルづく

りができる人材を育成することが必要です。自治体

や行政だけでなく、地域を知り尽くした地場企業や

大学も参加するエコシステムづくりと、それを利用

したパイロット活動を通じて、各種課題に取り組む

ことが必要だと感じております

NE(
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三菱地所株式会社開発推進部都市計画室長

重松眞理子氏

弊社は、地域のエリアマネジメント団体の立場で

取り組んでいる大手町・丸の内・有楽町地区の取り

組みを中心に、スマートシティに対する民闇事業者

団体、エリアマネジメント団体の立場で、どのよう

なアプローチで何を取り組んでいるのかご紹介させ

ていただきます。

ちょうど30年ほど前のインターネット革命によ

り、ビジネスのやり方や求められるまちの環境が大

きく変わり、まちとして提供できるサービスも、ポ

テンシャルが非常に上がったという自分たちの経験

値があったので、これからは"スマートシティ"と

いうことになったときに、おそらくそのインター

ネット革命レベルのものが同時多発的に起こるのだ

ろう、これは大変なことになる、という実感を持て

たことで、この地域の公募の中身を作るべく邁進で

きた、という背景がありますその際に重視したの

は、まちの,果題を、技術を用いてどのように解決す

るか、ということではなく、これまでの30年間にこ

の地区でやってきたことの先にある"将来像"を描

き、それをどのように役割分扣して達成していくの

か、という発想でスマートシティ化に取り組んでき

ました

スマートシティに取り組むときに、新たに亡口し

たこととして二つあるのですが、つ目は、この

サービスを支える基盤、要するに、スマートシティ

的インフラを、エリアとしてどのように整えるの

か、二つ目は、都市OS的なものを作ろう、エリア

マネジメント団体を仲介としたデータ流通利活用を

支えるデータライブラリーを構築しょう、というも

のです。

スマートシティ的インフラが定義されれば、プロ

フィットサービスを提供するという側面では、新た

な製品やサービスを実証する場として活用できるの

ではないか、また、ハブリックサービスの提供とい

う側面では、防災等エリアマネジメント団体が公共

団体と一緒になってPPPによるスマート化を実現

エリアデータの利活用方針
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出所:電松氏'演資料より
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することで、ビジネス活動を妨けることなく、社会

的要請に対応できるのではないか、と考えました

加えて、それらのデータを、次のまちづくりへ繋げ

ていくサイクル自体を確立しようといった構想を

持って取り組んでおります

データ利活用型エリアマネジメントとは何か、

データライブラリーとは何か、という点ですが、さ

まざまなデータをエリアマネジメント団体が基盤と

して持つということではなく、図書館の司書のよう

なイメージで、その地域に有用ではないかと思われ

るデータを見繕ってライブラリーにする、要は、

データ保有者はあくまで提供者なので、エリアマネ

ジメント団体が携わるのはデータの所在と内容をー

元的に把握し、データ保有者とサービス事業者を仲

介する機能であり、今後のエリアマネジメントの施

策検討につなける「データ利活用型エリアマネジメ

ントモデル」の確立を目指すものですが、これも今

後検証していくとしています。

そして、それをどのように持続的に繋げていくの

か、これは非常に大きな課題だと思、つております

ただ、私どもはスマートシティのデータ基盤をどの

ように継続していくかという発想ではなく、まちづ

くり全体のサステナブルモデルのなかに、どのよう

にこの基盤や扣い手を組み込んでいくのか、エリア

全体の付加価値向上分を新たな活動に再配分してい

くのかというところをしっかりと組み立てていぐ必

要があると思っています

いて議論されています。スマートシティを進めるた

めにはどのような組織が必要なのか、持続可能にす

るためには、民問企業が収益を上げることのできる

ビジネスモデルにしていかなければならないと思い

ますが、会津若松市さんから順番に、この分野であ

れば民間ビジネスになるのではないかというのがあ

れぱ教えてください。

五十嵐:皆さんで収益をシェアする取組みとして考

えているのがMaaSです地方都市の公共交通は赤

字も大きく、行政からも補助金をたくさん出してい

ますが、この行政からの負扣は減らし、民間事業者

も経営という視点で持続性を持たせるためにどうす

れば良いのか色々と取り組みはあるのですが、

シェアカーにするとか、小型のモビリティを走らせ

ようかとか。これも国交省の補助をいただきながら

今まさに検討している段階です。まだ検討中で答え

は出ませんが、官民で知恵を出し合いながら、お互

いに共存していけるようなサービスを考えていくの

が、今私ども自治体が直面している課題なのかなと

考えているところです。

松野:協議会の活動を通じて感じていることは、補

助金等の活用を前提として取り組む時点で収益を生

む仕組みに発展しづらいものになってしまうことで

す。重要なのは、行政側しか知らないこと、民問企

業側しか知らないことをお互いに分かるように情報

共有するという、これは当たり前の世界のようで気

づかないことが多い部分でもあるため、お互いが必

要とするものをどちらかが持っているということが

わかり始めることで官民迎携や役割分担の議倫がさ

らに一歩進むのではないかと思います。

重松:今は、データをどのように活用すれば事業化

できるのか個々の民問事業者で色々と思考している

と思うのですが、既存のデータに価仙があるのかど

うかよく分からないまま模索している状態のため、

すぐにマネタイズしければならない、となると思考

◆パネルディスカッション

(モデレータ:株式会社日本政策投資銀行

菊池武晴氏)

菊池:本日のディスカッションの材料として「東京

都による、官民連携データプラットフォーム」の検

討資料・を用意しました東京都は今、小池知事も非

常に貝体的に官民連携のための母体組織づくりにつ
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停止してしまう状況にあると思いますスマートシ

ティにおいて収益を生むサービスのマーケット規模

がどのぐらいなのか誰かが算出すべきではないか、

そしてデータの利活用がどの程度のマーケットにな

り得るかということが見えてくると、民問事業者側

にも動きが出てくるのではないかと思います

菊池:重松さんの話をお聞きして、イノベーション

の世界や新規開発の際に、いつ儲かるのか、とは

ーつてはいけないとしみじみと感じました創意工

夫は、やってみなければ分からない部分もあると思

いますが、まずは挑戦する士俵を用意してもらい、

そのナ昜所でデータの実,正なりを始めて、そこからビ

ジネスまでつなげていくのかなと思、いました。

それから、望月さんが、今後の課題を綺麗に纏め

ておられたのですが、スマートシティを整備すると

きの課題のなかで、データ提供することにより、提

供者側の利益にも繋がる仕組みがーつポイントでは

ないかと思っております。

望月:さいたま市が運営主体となり情報銀行の実証

実験を始められましたが、そこにいかに住民の方が

オプトイン(データを提供)するかがポイントだと

思、います。ある人が、スーパーマーケットで今日は

こういう食材を買いましたというデータを提供する

と、同じ地区のスポーツジムの割引券がもらえると

いう仕組みがあった場合に、これが個人にとってど

の程度データを提供するインセンティプになるか

は、やってみなければ分からない。しかしながら、

そういうインセンティブを付けていくと、データを

提供する個人も健康になるかもしれない、スポーツ

ジムも儲かるかもしれない、データもどんどん提供

される、まさに一石三鳥になるようなアイディアを

出して、それを試せる場があることが大事だと思い

ます

交通渋滞の酷いヨーロッパでは渋滞を解消してい

くために色々とスマート化を実施しているのです

が、バルセロナのとあるスタートアップの事例で

は、できる限り住民の通勤を徒歩や自転車に変えて

もらう(モードを変えるようにルールメイキング

を行っている例もあります一定規模以上の企業で

は、従業員が健康に良いことを実施すれば、インセ

ンティブとして従業員に還兀すべきという制度を設

けている、若しくは設けつつあります。

個人から自治体へのデータ提供だけではある規模

のビジネスにしかならないものも、企業へのデータ

提供となることで、新たなビジネスの誕生に繋がる

こともあると想、いますが、他方、ガバナンスとポリ

シーに絡む部分もあるため、一般論としてこうすれ

ぱうまくいくという手法は、なかなかないのではな

いかと思、います。

菊池:ありがとうございます。東京都の事例を出さ

せていただいたのですが、都では官民出資の会社を

作りデータを扱う企業を構築していくということな

のですが、このような形ばかりではないという気も

しております。会津若松市ではどのような官民連携

の在り方が考えられていますでしょうか。

五十嵐:私の考えでは、データは行政だけが持つべ

きではない、と思っております民間もデータを活

用したサービスでおカネを儲けていただくという視

点のためには、行政だけが持つのではなくて、やは

り民間に持っていただいて、それをいかにオープン

にどの会社も自由に使える環境にするかという部分

が必要ですし、行政だけが保持するデータではな

く、行政のデータと民問のデータをミックスして組

織として責任体制が明硴化されている法人等の団体

が処理し、誰もが使えるという環境を作っていくの

がいいのかなと思っております。

菊池:ありがとうございます。スマートシティを民

間ビジネスにしていく上で、本日ご講演いただいた

野城先生からも、お気付きの点があれば教えていた

だけますか
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野城:五十嵐さんと望月さんに伺いたいのですが、

市役所で扱っている住民基本台帳と固定資産台帳と

いうのは非常に難しい台帳だと思うのですが、その

ような行政データを扱う自治体も NWAREをお使

いだということで、その際の情報の持ち方は、やは

り自治体なり自治体に近い団体が持っているという

ものなのでしょうか例えば、私の医療データが会

津若松の有名な大学病院と開業医に個別にあると良

くないということで、誰かがまとめて情報を保有す

るということと、その情綴を管理するということで

はかなり違いがあるような気がするのですが、肉治

体と企業それぞれで取り組まれている立場でのご意

見をお聞かせください。

五十嵐:行政で持っている情報を提供する場合は、

セキュリティを扣保した上で提供しますが、それら

行政のデータと民間のデータを組み合わせることで

スマートシティの新しいサービスがどんどん生まれ

てくるのだと恕、いますその情報は地域で使えるよ

うに持つべきだと思っておりまして、その地域の誰

がデータを管理すれば良いのか、というところまで

はまだ分からないのですが、行政のデータも民間の

データもそこに集まり、それをアクセスして使える

ようになるというサービスを作ることで、今まで考

えられないような新しいサービスがもっと出てくる

のかなと思っております

望月:データを誰が持つか、というところに焦点が

集まりがちですが、データは見せてしまったらそれ

で終わりなので、結局は"見せる権限"を誰が持っ

ているのかが番大事だと思います公共のデータ

は公共のものであり、個人のデータの権限は個人に

帰属するという老え方がやはりヨーロッパに多いの

で、まずは合意形成しないことには誰が持つという

ことについても「普遍の真理」はないと思うのです

が、その上で、実際には、アメリカであればサービ

ス中心に考えるので、サービサーは出てきたデータ

をどう運用したり管理したりするか、個人のプライ

バシーや人権とどううまく取り合わせるのかとい

う、アカウンタビリティーの基準を決めて、それを

監督する人がいるのが理想像だと思います実際に

データがある場所は、大きな威のなかというより

は、野城先生が「分散到」と仰っていたようにバラ

バラに存在しているため、分散データの利活用とい

うのは、テクノロジーの話だけでなく、個人の人権

とアウトカムの両方をうまくバランスさせるための

ガバナンスの在り方に関して合意形成が大事である

と思っております

菊池:本日はありがとうございました
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